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地域における子育て支援拠点の整備について
地域の子育て支援拠点

主に乳幼児を持つ子育て中の親子が気軽に集い、
うち解けた雰囲気の中で語り合うことによって、精
神的な安心感をもたらし、問題解決の糸口となる
機会を提供するため、拠点となる常設の場（週3日
以上開設）を設け、子育て親子の交流やつどいの
場の提供、子育て等に関する相談、情報提供、講
習会等を実施する事業

地域全体で子育てを支援する基盤の形成を図る
ため、保育所等において保育士等の職員を配置し
て、子育て家庭等に対する育児不安等についての
相談指導、子育てサークル等への支援などを実
施することにより、地域の子育て家庭に対する育児
支援を行うことを目的とする事業

つどいの広場事業（17年度 488か所） 地域子育て支援センター（17年度 3,655か所）

【子ども・子育て応援プラン】
地域における子育て支援の拠点の整備として、両者合わせて平成21年度 6,000か所の目標を設定
（概ね10年後を展望した目指すべき社会の姿としては、中学校区（全国約1万）に1か所以上整備）

【市町村次世代育成支援行動計画】
21年度目標集計 つどいの広場1,862か所、地域子育て支援センター4,568か所 合計6,430か所

平成21年度までに両者あわせて6,000か所を整備するという現行の目標を改め、10,000か所を早
急に整備することとし、平成19年度において現行の目標である6,000か所の整備を目指す。
→ 地域子育て支援センター事業の増額（3,433か所→3,830か所）とともに、つどいの広場事業の増設

のための次世代育成支援対策交付金の増額を要求中

「新たな少子化対策について」を踏まえた19年度概算要求

 

 

 

 

 

 

21年度目標の前倒し実施や、目標外でも未整備地域（中学校区）への設置について検討いただきたい



つ ど い の 広 場 事 業 
（次世代育成支援対策交付金において交付） 

 
 

１．事業内容 

   つどいの広場においては、次の４事業を実施。 

（１）子育て親子の交流、集いの場を提供すること。 

（２）子育てアドバイザーが、子育て・悩み相談に応じること。 

（３）地域の子育て関連情報を、集まってきた親子に提供すること。 

（４）子育て及び子育て支援に関する講習を実施すること。 
 
 

２．実施方法 

 （１）実施場所は、主に公共施設内のスペース、商店街の空き店舗、公民館、学校

の余裕教室、子育て支援のための拠点施設、マンション・アパートの一室など 

 （２）事業の実施は、拠点となる常設の場所を設け、週３日、１日５時間以上開設

することを原則とする。 
 
 

３．実施主体    市町村（特別区を含む。）  

          （社会福祉法人、ＮＰＯ法人等への委託可） 
 
 

４．実施か所数の推移（実績） 

 
 

区 分 
 

１４年度 
 

１５年度 
 

１６年度 
 

１７年度 
 

か所数 
 
      ２８ 

 
      ７６ 

 
    １５４ 

 
   ４８８ 

 
 

５．交付金のポイント（１８年度） 

 基本分

  開設日数に応じた１か所あたりのポイント 

    週３、４日実施               １７．０ポイント 

    週  ５日実施               ２４．０ポイント 

    週６、７日実施               ３１．０ポイント 

 加算分

 ① 土日のいずれかを１日５時間以上開設した場合   ２．０ポイント 

 ② 地域子育て支援センターとつどいの広場の数を併せて全中学校区に 

   １か所設置した場合                ２．０ポイント 

 ③ スタッフが資質向上を図るために研修会等への参加した場合                               

 ０．１ポイント 
 

 ※１９年度には変更の可能性あり。  



地域子育て支援センター事業  

 

 

 地域子育て支援センター事業については、次のとおり増額要求するとと

もに、実施要件の緩和についても併せて要求しているところ。 

 

    （１８年度予算）       （１９年度要求） 

                ５，７３７，４５４千円                  ６，３７４，２９３千円 

 ３，４３３か所                        ３，８３０か所 

 

 

【実施要件緩和について】 

  現行の地域子育て支援センター事業は、週５日以上の開所を要件とし

て実施しているところであるが、児童の集団形成がされにくい地域もある

ことから、地域の実情に応じた柔軟な事業実施を可能とするため、週の開

所日数が３日以上についても本事業の対象とする。 

 

○要求内容 

  週の開所日数を以下のように緩和し、対応する補助単価を設定する。 

             （現行）                      （要求）      

       週５日以上開所  →  小規模型施設については 

                  週３日以上開所 

 

 週５日以上開所 週３日以上開所 

3 事 業 以 上 実 施 ① 従来型 

補助単価７８０万円 

 

２ 事 業 以 上 実 施 ② 小規模型 

補助単価２６０万円 

③ 週3日以上型(仮称）

補助単価１３０万円 

                                                ※③の部分を新たに設ける 

 

【参考】平成１７年度実績（交付決定ベース）  

      従来型指定施設  １，６４４か所 

     小規模型指定施設  １，５２３か所 

 


